
事業の名称 私立大学における学術研究の高度化の推進

又は内容 （私立大学学術研究高度化推進事業）

予算額及び 平成１４年度予算額： １８，８１０百万円

事業開始年度 私立大学・大学院等教育研究装置施設整備費補助

１１，７９７百万円

私立大学等研究設備整備費等補助 １，０２８百万円

私立大学等経常費補助 ５，９８５百万円

事業開始年度：平成８年度

事項名 私立大学・大学院等教育研究装置施設整備費補助

私立大学等研究設備整備費等補助

私立大学等経常費補助

主管課 （主管課）高等教育局私学部私学助成課（課長：栗山雅秀）

及び関係課

意図・目的 施策目標３－４ 特色ある教育研究を展開する私立学校の振興

我が国高等教育機関の大部分を占める私立大学等における

研究基盤の整備及び研究機能の高度化を図るため，重点的か

つ総合的な支援を行う。

必要性 （１）公益性の有無

私立大学は，我が国高等教育機関の約８割を占め，大学

研究者の過半数を擁しており，極めて重要な役割を果たし

ている。私立大学における研究基盤の整備及び研究機能の

高度化を図るためのプロジェクトを，国として支援してい

くことは極めて公益性の高いものである。

（２）政府の関与の必要性

大学等における教育研究には多額のコストがかかるが，

私立大学の場合，その約８割は学生からの納付金で賄われ

ており，学生・保護者の修学上の経済的負担は極めて重い

ものとなっている（学生納付金は国立大学の１．７倍 。）

また，学生１人当たり校舎面積が国立大学の約１／２にと

どまっているなど，私立大学における研究・教育基盤の

整備は未だ十分とは言えない状況にある。このような中，

私立大学における研究・人材養成機能を更に向上させ，我

が国全体の高等教育及び学術研究の振興を図っていくため



には，国として先端的な研究プロジェクトに対し重点的に

補助を行っていくことが必要不可欠である。

（３）国と地方の役割分担の適切さ

， ，高等教育及び学術研究の振興は 国の重要な責務であり

私立大学における先端的な研究を国として支援していくこ

とが適当である。

（４）民営化・外部委託の可否

， ，研究プロジェクトの選定は 各私立大学の申請に基づき

国の施策である「科学技術基本計画」を踏まえつつ，公平

性や中立性を保つ観点から，私立大学研究高度化推進委員

， ，会において選定され 国費で補助を行っているものであり

このような事業の性格からして，民営化することは不可能

かつ不適切である。

（５）事業の根拠となる閣議決定等

「科学技術基本計画」

「卓越した研究拠点(ｾﾝﾀｰ･ｵﾌﾞ･ｴｸｾﾚﾝｽ)の形成に

ついて （学術審議会 建議(平成7年7月20日)）」

（６）類似の事業との違い

本事業は，私立大学が行う特定の研究プロジェクトを採

択し，当該研究を実施するのに必要な施設等の研究基盤を

整備するための補助を行うものであり，対象となるプロジ

ェクトの中には，萌芽的研究や開かれた体制の下で行う研

究などが含まれている。

一方 「大学を起点とする日本経済活性化のための構造，

改革プラン」を踏まえた「２１世紀ＣＯＥプログラム」に

ついては，分野別に採択された当該組織等に重点投資（施

設費は含まない）を行い，世界最高水準に引き上げること

を想定しており，両事業は性格が異なるものであることか

ら，重複するものではない。

手段の適正性 私立大学における研究及び人材養成は，優れた研究者の

確保や教育研究環境の整備など機関を挙げて推進すべきも

， 。 ，のであり 私立大学に補助を行うことが適当である また

研究及び人材養成に必要な施設・設備費，研究費等の経費

， 。について 一体的かつ重点的に補助することが適当である

達成効果 達成効果 達成時期

及び達成時期

本事業により，私立大学における先端的

な研究・人材養成基盤が整備される。

具体的には，



① 私立大学において，産学連携による共

同研究を含め，研究活動が活性化し，優

れた研究成果を生み出し得る環境が整備

される。

② 私立大学における教育研究水準の一層

の向上が図られることにより，その人材

養成機能が高まり，知の源泉としての若

手研究者等の養成が促進される。

③ 科学技術基本計画に対応した私立大学

の研究施設・設備が整備される。

平成１３年度までに，優れた研究組織と

してのべ２５１研究組織が本事業に選定さ

れ，そのうち，平成８年度に選定され平成

１２年度末をもって５年間の研究期間を終

了した２５研究プロジェクトについて，私

立大学研究高度化推進委員会において評価

を実施したところ，主にバイオや材料工学

の分野において 「私立大学における研究，

基盤が整い，着実に優れた研究成果が出始

めている 」との評価結果が得られたとこ。

ろである。平成１３年度は，これら２５研

究プロジェクトのうち，更に研究の継続を

希望するプロジェクトの中から，優れた研

究成果をあげ，今後の研究の発展が期待で

きるプロジェクトを採択し，引き続き，研

究費の補助を行うこととしている。

本事業により，研究施設の新築等の整備

が行われ，平成１２年度までに私立大学の

研究施設の面積が約２３万㎡の増加となっ

た。また，科学研究費補助金について，私

立大学の大学院研究科の全専任教員数に対

する採択件数の割合が，平成８年度42.4％

から平成12年度46.6％へと上昇した。

平成１４年度においては，研究期間を終

了したプロジェクトに対し，よりきめ細か

な評価を実施するとともに，本事業に係る

予算の拡充を図り，引き続き，私立大学に

おける先端的な研究の取り組みへの支援を

充実し，研究基盤の一層の整備等を図る。

備考


